
 

 

 

 

 

富津市産業振興促進計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年５月 29日作成 

千葉県富津市 

 

 



目  次 

 

  １．総論・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

  ２．計画の区域・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

  ３．計画の期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

４．計画区域の産業の現状及び課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

５．計画区域において振興すべき業種・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 ６．事業の振興のために推進しようとする取組・関係団体等との役割分担 

及び連携・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

  ７．計画の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  ８．計画評価・検証の仕組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

９．参考データ等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 
 

富津市産業振興促進計画 

 

令和７年５月29日作成 

千葉県富津市 

１．総論 

 

（１）計画策定の趣旨 

  富津市（以下「本市」という。）は、房総半島の中西部にある東京湾に面した市で、

東京から50km圏内に位置している一方で、南北40kmにも及ぶ海岸線や日本遺産候補

地域の鋸山など、海や山に囲まれた自然豊かなまちである。 

  そのような地理的条件から得られた資源（農林水産物、生産加工技術、観光・眺

望、自然・歴史・文化等）のほか、市北部の埋立地に千葉県企業庁（当時）が造成

した「富津地区工業用地」にある火力発電所や製造業、運輸業などにより産業は発

展し、本市の経済を支えている。 

  その一方で、本市の産業を取り巻く環境は、少子・高齢化、若年層の都市圏への

人口流出等による人口減少や、近年の自然環境の変化から生じる生産性の低下、事

業所及び従事者の減少といった課題に直面している。 

  このような状況の中で、本市の産業各分野が持続的に発展していくためには、経

済活動を活発化させ、雇用を確保することが必要であり、そのためには、ICTも積極

的に活用しつつ、豊かな地域資源を活かして基幹産業である農林水産業をはじめ、

製造業、食品関連産業、観光業の更なる振興を図ることが重要である。 

このため、令和２年に、本市の産業振興に関する基本方針及び施策を示し、自立

的発展の促進、地域経済の好循環を図るため、平成27年施行の改正半島振興法（昭

和60年法律第63号。以下「法」という。）第９条の２第１項の規定に基づき、産業振

興促進計画を策定したところ、同計画の期限到来に伴い、新たに計画を作成するも

のである。 

 

（２）前計画の評価 

 ア 前計画における取組及び目標 

本市が令和２年に認定された富津市産業振興促進計画（令和２年度～令和６年度。

以下「前計画」という。）の期間においては、次のような取組及び目標を設定してい

た。 

 【産業振興を推進しようとする取組】 

  ○富津市 

   ・租税特別措置の活用の促進 

   ・農業生産基盤の整備 

   ・生産性の高い農業の形成 

   ・農地の保全と有効利用 

   ・森林の保全 
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   ・有害鳥獣対策の推進 

   ・観光農林業の育成 

   ・効率的な安定した漁業経営 

   ・漁港・漁場の整備 

   ・つくり育てる漁業の推進 

   ・観光漁業の振興 

   ・魅力ある商店街づくりの推進 

   ・融資制度の充実 

   ・商業・工業団体の育成 

   ・中小企業の振興 

   ・創業支援の推進 

   ・企業誘致の推進 

   ・地域ブランドの確立 

   ・観光情報サービスの強化 

   ・市のトータルイメージの確立 

   ・雇用機会の確保 

   ・労働環境の充実 

   ・情報通信基盤の整備推進 

  ○千葉県 

   ・租税特別措置の活用の促進 

   ・魅力ある房総農業の推進 

   ・農業生産基盤の整備 

   ・集出荷体制の改善 

   ・特色ある産地の育成 

   ・林業生産基盤の整備 

   ・野生動物等による被害の防止 

   ・つくり育てる漁業の推進 

   ・漁港の整備 

   ・流通加工体制の整備 

   ・後継者の育成と漁村の整備 

   ・内水面漁場の整備 

   ・企業立地の促進 

   ・起業の促進 

   ・商業の振興 

   ・道路環境の整備 

   ・自然公園の整備 

   ・情報通信関連施設の整備 
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  ○富津市商工会 

   ・事業・生活資金の斡旋 

   ・地域振興策（特産品開発、地域情報発信）の推進 

   ・経営労務・創業支援 

  ○君津市農業協同組合 

   ・安心・安全で品質の高い農畜産物の生産と販売 

   ・担い手支援対策の充実と強化 

   ・生産・販売事業の改善 

   ・農産物直売所の魅力と集客の向上 

   ・暮らしのサポート事業の充実 

   ・協同活動組織の活性化 

  ○各漁業協同組合 

   ・購買事業の充実 

   ・販売事業の強化 

   ・漁協自営事業の推進 

   ・指導事業の実施 

  ○富津市観光協会 

   ・観光プロモーションの推進 

   ・観光イベントの実施 

   ・観光情報の発信 

 【目標】 

業種 新規設備投資件数（件） 新規雇用者数（人） 

製造業 

旅館業 

農林水産物等販売業 

情報サービス業等 

10 200 

 

イ 目標の達成状況等 

  前計画の期間においては、各分野において振興が図られ、令和６年度末時点で次

のような達成状況となった。 

 【達成状況】 

業種 新規設備投資数（件） 新規雇用者数（人） 

製造業 ３ ３ 

旅館業 １ 15 

農林水産物等販売業 ２ ０ 

情報サービス業等 ０ ０ 

 ※新規設備投資件数は半島税制優遇措置を受けた件数、新規雇用者数は半島税制優

遇措置を受けた設備投資に伴い創出された人数 
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 【成果及び課題】 

  一部業種においては、新規雇用者の創出につながったが、計画の期間内に半島税

制優遇措置に係る確認申請がなかった年度もあり、対象業種の事業者に対する情報

発信及び周知が十分でなかったことが考えられる。 

 

ウ 成果及び課題を踏まえた本計画における対応方針 

本市は、上記の達成状況等を踏まえ、産業振興及び雇用機会の拡大を実現するた

め、本計画においては次の方針で重点的に進めていくこととする。 

（ⅰ）半島税制優遇措置等の効果的な情報発信及び制度の周知 

（ⅱ）半島税制対象の既存事業者への周知による設備投資の促進 

 

２．計画の区域 

 本計画の区域は、法第２条の規定により半島振興対策実施地域として指定された南

房総地域内における富津市内全域とする。 

 

３．計画の期間 

 本計画の期間は、令和７年７月１日から令和12年３月31日までとする。ただし、必

要に応じて見直しを行うものとする。 

 

４．計画区域の産業の現状及び課題 

 計画区域における産業の現状及び課題については次のとおり。 

 

（１）農林水産業（農林水産物等販売業を含む。） 

  観光農林業の振興として、地場産業の活性化のための核となる地域特産品や農林

水産物などを活用するとともに、新たな流通の確立や観光の振興につながる販売方

法と販路の開発を進める必要がある。 

  また、水産物の安定した生産と産地流通機能を強化するため、流通組織の合理化

を図るとともに、漁業後継者の育成と確保に努める必要があり、水産加工業の経営

基盤の安定に努め、新たな特産品の開発に係る調査研究を進める必要がある。 

 

（２）商工業（製造業を含む。） 

  本市の中小企業等においては、事業者が高齢となり、後継者の確保や育成が難し

いといった理由により休業や廃業を余儀なくされているため、事業承継への計画的

な準備の重要性について、専門機関等と連携し、事業者への「気付き」と早期取組

の啓発が必要である。 

  製造業では、引き続き、労働生産性向上や賃上げ促進のために、中小企業者が先

端設備を導入する取組に対して先端設備等導入計画を認定し、租税特別措置の活用

を促進する。 
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（３）情報通信業（情報サービス業等を含む。） 

  本市における当該業種の立地実績は極めて少ない状況にある。 

  現在、市内全域で光ファイバー高速大容量通信サービスの利用が可能となってい

るが、今後も住民から産業まで幅広く効果的に情報通信技術を活用できるよう情報

通信基盤の整備推進に努める必要がある。 

 

（４）観光（旅館業を含む。） 

  多様化・高度化する観光ニーズは、見る観光から癒しやグルメ、自然体験など地

域に密着した産業型・体験型の観光を求める傾向が強くなっていることから、農業

や漁業をはじめとする第１次産業との連携や市内に点在する歴史・文化や自然など

の地域資源を活用した観光ルートやプログラムなど新しい魅力ある観光地づくり

を進める必要がある。 

  また、常に新しい観光情報を提供するため、市及び観光協会のホームページ、SNS

など多様なメディアを活用し、情報を充実させる必要がある。 

 

５．計画区域において振興すべき業種 

 計画区域において産業振興の対象とする業種は、製造業、旅館業、農林水産物等販

売業、情報サービス業等とする。 

 

６．事業の振興のために推進しようとする取組・関係団体等との役割分担及び連携 

 本市の振興対象業種の活性化を図るために、各主体は単独又は連携して以下のとお

り取組等を推進する。 

 

（１）農林水産業（農林水産物等販売業を含む。） 

取組事業 説明 

農水産物の販路拡大 農水産物の販促活動を行い、ブランド化を推進することで

付加価値の向上を図る。 

新規特産品の開発 本市において生産される農林水産物及び技術等を活用し、

市の産業、観光の発展に寄与するような特産品開発の調

査、研究事業に助成を行い、地場産業の振興及び地域の活

性化を図る。 

商工業との連携 異業種との交流・連携により、販路拡大及び産業の活性化

を図る。 
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実施主体・主な役割 

市 農林水産業と商工業の連携の促進 

地域資源を活かしたイベントの開催 

特産品開発の支援 

農業協同組合 

漁業協同組合 

飲食店等への販促活動 

養殖事業の研究 

物産等の販促・販路拡大への支援 

観光協会 観光プロモーション事業と連携し、市のブランドイメージの創出

や特産品のPR 

 

（２）製造業 

取組事業 説明 

中小企業の経営支援 市内中小企業に向けた融資・補助制度、経営相談を実施し、

経営の安定化を図る。 

創業支援 創業セミナーや起業家同士の交流会等を実施し、経営者の

育成及び商工業の活性化を図る。 

 

実施主体・主な役割 

市 融資・補助制度の実施 

起業相談窓口の設置 

関連セミナー等の周知 

商工会 市の融資・補助制度の周知 

経営・起業相談の実施 

 

（３）観光（旅館業を含む。） 

取組事業 説明 

観光地としての魅力

創出 

市内における観光資源を洗い出し、特色を活かした観光コ

ンテンツの充実により、観光地としての魅力向上を図る。 

インバウンド観光の

促進 

訪日外国人の誘客を促進し、観光業の活性化を図る。 

宿泊客の受入体制の

充実 

経済効果の大きい宿泊・滞在型観光を促進し、旅館業の活

性化を図る。 
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実施主体・主な役割 

市 観光ガイドブックの作成 

特色ある地域資源を活かした観光PR活動の実施 

関係団体や民間企業と連携した集客促進事業 

観光協会 観光PR・集客促進事業の実施 

旅館等受入体制の強化 

特色ある地域資源を活かした観光PR活動の実施 

商工会 事業者同士の連携の促進 

特色ある地域資源を活かした観光PR活動の実施 

 

（４）情報通信業（情報サービス業等を含む。） 

取組事業 説明 

企業立地の促進 各種情報提供に努め、企業誘致を促進する。 

 

実施主体・主な役割 

市 情報通信環境の整備 

 

（５）共通 

取組事業 説明 

租税特別措置の活用

促進 

市内外問わず、事業者に対する積極的な制度周知、相談対

応を実施し、企業誘致の促進、既存事業者の設備投資を支

援する。 

 

実施主体・主な役割 

市 

 

Web媒体、情報媒体による情報発信 

事業者への制度周知 

県 地方税（県税）の不均一課税の実施 

税務部署窓口にて半島税制に関する周知資料提供 

Web媒体による情報発信 

商工会 市と連携した制度周知の実施 

会員への制度の斡旋 

起業相談会での制度周知 
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７．計画の目標 

 

（１）設備投資の活発化に関する目標（令和７年度～令和11年度） 

新規設備投資件数（件） 10件 

 ※目標件数は、前計画における実績及び今後の見込みに照らして設定 

 

（２）雇用・人口に関する目標（令和７年度～令和11年度） 

新規雇用者数（人） 50人 

 ※目標人数は、前計画における実績及び今後の見込みに照らして設定 

 

（３）事業者向け周知に関する目標（毎年度） 

①説明会の実施 ・市内の事業者が集まる会議等で税制の説明を実施す

る。 

②Web媒体等による情報

発信 

・市ホームページにおいて半島税制に関する周知ペー

ジを作成及び掲載し、市広報紙にて年１回程度情報

発信をする。 

③事業者への直接周知 ・税務及び企業誘致の部署窓口に半島税制に関する周

知資料を常設し、相談事業者に対して口頭による制

度説明及びチラシを提供する。 

・商工会において経営相談を受ける際に制度説明及び

チラシを提供する。 

 

８．計画評価・検証の仕組み 

 本計画に記載する施策等については、本市総合戦略等において行われる評価、進行

管理を基礎とし、PDCAサイクルに基づいた進行管理と効果検証を行う。効果検証の結

果については、次年度の施策等に反映させる。 
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９．参考データ等 

【人口】 

 人口の推移                               （単位：人） 

区分 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 
平成12年～令和２年の増減 

増減 増減率（％） 

総数 52,839 50,162 48,073 45,601 42,465 △10,374 △19.6 

０歳～14歳 7,191 5,960 5,009 4,271 3,665 △3,526 △49.0 

15歳～64歳 34,207 31,444 29,028 25,510 21,976 △12,231 △35.8 

65歳以上 
（a） 

11,416 12,758 13,974 15,684 16,118 4,702 41.2 

（a）/総数 
高齢者比率 

（％） 
21.6 25.4 29.1 34.4 38.0 － － 

 ※総数には年齢不詳が含まれており、年齢区分ごとの合計数とは一致しない場合がある。 

（「富津市統計書」より 国勢調査） 

 

【人口動態】 

 人口動態の推移                             （単位：人） 

区分 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

自
然
動
態 

出生（a） 166 138 161 110 126 

死亡（b） 690 704 723 787 770 

小計（c） 
=（a）-（b） 

△524 △566 △562 △677 △644 

社
会
動
態 

転入（d） 1,388 1,519 1,267 1,297 1395 

転出（e） 1,593 1,676 1,476 1,512 1405 

小計（f） 

=（d）-（e） 
△205 △157 △209 △215 △10 

合計 
（c）+（f） 

△729 △723 △771 △892 △654 

 ※各年１月から12月までの１年間の実績   （「富津市統計書」より 千葉県毎月常住人口調査） 
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【産業大分類別事業所数及び従業者数】 

 産業大分類別事業所数及び従業者数の推移 

産業 
事業所数 従業者数（人） 

平成28年 令和３年 増減 平成28年 令和３年 増減 

総数 1,937 1,731 △206 17,197 16,943 △254 

農林水産業 21 21 0 182 170 △12 

鉱業、採石業、砂利採取業 5 4 △1 54 39 △15 

建設業 278 265 △13 1.843 1,757 △86 

製造業 159 142 △17 2,603 2,752 149 

電気・ガス・熱供給・水道業 1 5 4 128 250 122 

情報通信業 4 6 2 7 9 2 

運輸業、郵便業 44 36 △8 729 605 △124 

卸売業、小売業 478 383 △95 3,237 2,839 △398 

金融業、保険業 13 13 0 116 104 △12 

不動産業、物品賃貸業 47 47 0 194 180 △14 

学術研究、専門・技術サービス業 53 56 3 1,492 1,578 86 

宿泊業、飲食サービス業 241 186 △55 1,495 990 △505 

生活関連サービス業、娯楽業 214 182 △32 1,177 1,082 △95 

教育、学習支援業 45 43 △2 242 628 386 

医療、福祉 156 170 14 2,194 2,583 389 

複合サービス事業 24 23 △1 300 264 △36 

サービス業 （他に分類されないもの） 154 149 △5 1,204 1,113 △91 

 ※公務は対象外   （「富津市統計書」より 平成28年・令和３年「経済センサス-活動調査」） 

 

【観光入込客数】 

 観光入込客数・宿泊客数の推移          （単位：千人） 

年 観光入込客数 宿泊客数 

令和元年 1,931 41 

令和２年 1,274 29 

令和３年 1,577 35 

令和４年 1,782 74 

令和５年 1.902 79 

                     （本市商工観光課により算定） 

 

 


